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令和６年１１月 

内閣府防災担当 

令和６年度補正予算案 

◎令和６年度補正予算案 ：３５０．５億円

１．能登半島地域の災害における教訓を踏まえた防災体制の抜本強化（２２．０億円） 

○災害時に活用可能なキッチンカー・トレーラーハウス等に係る登録制度（０．６億円）

災害時に活用可能なキッチンカー、トレーラーハウス、ムービングハウス、コンテナハウス、トイレトレーラ

ー・トイレカー、ランドリーカー等について、被災自治体のニーズに応じて提供し、迅速な被災者支援・支援

者支援につなげるため、国による登録制度を創設するとともに、登録情報を蓄積するデータベースを構築

する。

○プッシュ型支援における内閣府備蓄物資の分散備蓄（１３．６億円）

全国各地への迅速かつ確実なプッシュ型支援を可能とするため、立川防災合同庁舎に加えて、新たに

全国７か所に、段ボールベッドやパーティション、簡易トイレ、温かい食事を提供するための資機材や入浴

のための資機材等、調達に時間を要するため一定の備蓄が必要なものについて、購入・分散備蓄を実施

する。

○新総合防災情報システム（SOBO-WEB）の効果的な活用促進（４．９億円）

新総合防災情報システム（SOBO-WEB）を活用した効率的な情報集約・共有等が行われるよう、地方公

共団体等において実践的な机上演習（TTX）等を実施するとともに、システム活用の意義や有用性を啓発

する。

○避難生活支援・防災人材育成強化（０．２億円）

地域のボランティア人材育成のために、避難生活環境の改善のためのスキル・ノウハウを身につけ

てもらう研修の実施地域を拡充する。 

○被災者支援団体への交通費補助事業（２．８億円）

遠隔地から支援に駆けつける NPO・ボランティア団体等の被災者支援団体の交通費について、国費に

より被災者支援活動経費として一部補助することにより、被災者支援活動の活性化を図る。 

２．総合防災情報システムの整備等（２６．８億円）〔うち、デジタル庁一括計上予算２３．６億円〕 

○総合防災情報システムの整備等（２３．６億円）

「防災デジタルプラットフォーム」の実現に向けて、新総合防災情報システム（ＳＯＢＯ－ＷＥＢ）と地方公

共団体等の防災情報システムとの接続を進めるとともに、新総合防災情報システム（ＳＯＢＯ－ＷＥＢ）、防災

ＩｏＴシステム、次期物資調達・輸送調整等支援システム等について令和６年能登半島地震の教訓等を踏ま

えた機能拡張等を実施する。 
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○防災分野のデータ流通促進・高度化等に向けた調査検討（１．０億円） 

国民等へのデータ流通促進に向けて、新総合防災情報システム（SOBO-WEB）とデジタル庁が構築予

定のデータ連携基盤等とのデータ連携ルール等の検討を行う。 

 

○官民の多様な被災者支援システムの相互連携強化（１．２億円） 

官民の多様な被災者支援システムの相互連携強化に向けた調査・検討を行うとともに、実証事業を通じ

てシステム連携による効果等を検証する。 

 

○地方公共団体における災害用物資の備蓄のDX化モデル事業（１．０億円） 

地方公共団体における物資調達・輸送調整等支援システムと連動した災害用備蓄管理体制のモデルケ

ースを構築するためのモデル事業を行う。 

 

３．災害発生時の対応の強化・推進（１０．７億円）  

 

○大規模災害対策の推進（０．６億円） 

能登半島地震や令和６年８月の南海トラフ地震臨時情報の発表等を踏まえ、大規模地震・火山・風水害

等について、減災対策の実効性向上に向けた各種施策を推進する。 

 

○企業等と連携した新しい地区防災計画づくりの推進に係る経費（０．１億円） 

近年の災害事例を調査しつつ、日頃からの自助・共助による災害への備えを強化するため、企業、病院、

学校、生協等多様な主体と連携した新しい地区防災計画づくりを推進する。 

 

○災害中間支援組織の設置・実践的機能強化（０．１億円） 

被災者支援のモレ・ムラが起きないよう、行政を含む多様な被災者支援の担い手間の連携・情報共有・役

割分担等が重要であり、都道府県域でこうしたコーディネーションを行う災害中間支援組織の設置を促す

ための支援を行う。 

 

○災害対策への民間主体の参画・活動促進に係る環境整備（１．５億円） 

NPO、企業・団体等の民間主体が災害対策に積極的に参画できる環境を整備するため、災害時応援手

順の検討や活動団体登録制度の検討等を行う。 

 

○アジア地域における戦略的な防災投資促進の枠組み整備（０．２億円） 

ASEAN加盟国各国防災機関と我が国防災関係機関・防災関連企業の連携プラットフォームを通じ、知見

の共有や施策検討を行うことにより、本邦防災関連企業の海外展開を促進するとともに、日本の経験・知見

を活用し地域の災害リスク削減に貢献する 。 

 

○大規模災害対応体制の改善に係る海外事例調査（０．２億円） 

海外における災害対応の優良・先進事例、およびこれらの事例にかかる行政機関の組織体制、法制度、

官民連携、国外からの支援受入れ等について、関係者ヒアリング・現地踏査を含めた詳細調査を行う。 

 

○事前防災強化に係る防災教育の推進（１．０億円） 

水・食料等の備蓄、避難行動の確認等、国民が大規模災害に備えるための事前防災対策について、能

登半島地震等の最新の経験・教訓を踏まえ国民各層に効果的に普及啓発を行うための検討を行うとともに、
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最新のデジタル技術等を活用した防災教育の推進を図る。 

 

○国と地域の災害対応力を底上げする人材育成の取組（０．６億円） 

国と地域の災害対応体制の強化のため、幅広い国の職員向けに災害対応 e ラーニングを新たに実施す

るとともに、県と市町村が一堂に会した地域研修を加速させる。 

 

〇能登半島地震を踏まえた被災者支援の強化・充実（０．３億円）   

  避難所におけるレイアウト図を作成する等、官民が連携して災害に備えて取り組むモデル事例を集め、

横展開することで、全国的な取り組みを促進する。また、能登半島地震等での知見を活かし、ホテル・旅館

等への二次避難を円滑に行うため、国において関係者の意見を徴収してガイドラインを作成する。 

 

〇災害ケースマネジメントの普及・定着 （０．２億円）  

これまで災害を経験したことがない等の地域に対し、国がケース会議の開催などを伴走支援することで、                  

災害ケースマネジメントの実施を進める。 

 

○災害救助法に基づく救助費用の求償手続きの効率化（０．４億円）  

被災自治体と応援自治体が、応援職員の活動状況、応援自治体における支出記録等を双方が容易に

確認し、関連する書類の提出を省略可能とする等の効率化を図るアプリケーションの開発を進める。 

 

〇中央防災無線網の円滑な運用のための設備整備（２．３億円） 

中央防災無線網の円滑な運用を継続するため、ネットワーク設備の機器の更新、設備の集約を行うととも

に、衛星通信サービスへの移行による指定公共機関との低コストな通信サービスを実現する。また、能登

半島地震を受け、現地対策本部のシステム構成等の検討、備品等の調達を行う。 

  

○立川・有明の丘・東扇島施設に係る施設改修等（３．２億円） 

災害対策本部予備施設（立川）及び東京湾臨海部基幹的広域防災拠点（有明の丘・東扇島）について、

政府の災害対応に必要な機能及び性能を確保するため、施設の老朽化に伴う自動火災報知設備の更新

等を行う。 

  

４．災害時等における船舶を活用した医療提供体制の強化（２．５億円） 

船舶を活用した医療提供体制の整備を推進するため、過去の災害の被害状況等を検証し、船舶活用医

療の実効性・有効性を向上させる。また、運用に必要な資器材等を確保する。 

  

５．災害救助費等負担金 等（２８８．５億円） 

・災害救助費等負担金（２３６．４億円） 

・災害弔慰金等負担金（１１．1億円）  

・災害援護貸付金（１．０億円） 

・被災者生活再建支援金補助金（３９．９億円）   

 

（参考） 新しい地方経済・生活環境創生交付金（地域防災緊急整備型） （1,000億円の内数） 

避難所の生活環境の抜本的な改善をはじめ、地方公共団体の先進的な防災の取組への支援を創設。 

 

（注）四捨五入の関係で合計等は必ずしも一致しない。 
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郵便番号 １００－８９１４ 

東京都千代田区永田町１－６－１ 

中央合同庁舎第８号館３階 

内閣府政策統括官（防災担当） 

電話 （０３）５２５３－２１１１（大代表） 

ＵＲＬ http://www.bousai.go.jp 
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